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 入札書の提出場所、要件定義書等の交付場
所及び問い合わせ先
〒1018506 東京都千代田区内神田１

１12 コープビル５階 独立行政法人農林
漁業信用基金 企画調整室 システム管理課
電話03 3294 4471 FAX03 3294

3140
 入札説明資料及び要件定義書等の交付期間
令和元年５月30日（木）～令和元年７月10
日（水）17時00分 土日祝日を除く平日10時
00分から17時00分まで（12時00分から13時00
分を除く）交付場所において交付する。なお、
当信用基金ホームページの契約関連情報
（http://www.jaffic.go.jp/procurement/
index.html）にて入札公告、入札説明資料等
入札に関わる各種書類を公表している。要件
定義書等については、秘密保持に関する確認
書を提出した者へメール等で個別配布する。
 競争参加資格確認申請書の提出期限 令和
元年７月10日（水）17時00分 持参又は郵送
（信書便を含む。）により提出すること。郵送
による場合は、上記期限までに到着している
こと。電送（ファックス、電子メール等）に
よる提出は認めない。
 入札に関する質問の受付期限 令和元年７
月18日（木）15時00分 入札に関する質問が
ある場合は、質問書（様式の指定なし）によ
り、原則として電子メールにて照会すること。
 入札の日時（提案書等提出期限） 令和元
年７月19日（金）10時00分まで 独立行政法
人農林漁業信用基金 コープビル５階 入札
書及び技術提案書を持参すること。郵送（信
書便を含む。）による場合は、上記期限までに
到着していること。電送（ファックス、電子
メール等）によるものは認めない。
 技術提案会の日時及び場所 令和元年７月
23日（火）13時30分 予定 独立行政法人農
林漁業信用基金 コープビル５階
 開札の日時及び場所 令和元年７月24日
（水）10時00分予定 独立行政法人農林漁業
信用基金 コープビル５階

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、物品役務等の名称及び数
量、契約締結日、契約先の名称、契約金額等
と併せ、次に掲げる情報を公表します。
ア 当信用基金の役員経験者及び課長相当職
以上経験者（当信用基金ＯＢ）の人数、職
名及び当信用基金における最終職名
イ 当信用基金との間の取引高
ウ 総売上高又は事業収入に占める当信用基
金との間の取引高の割合が、次の区分のい
ずれかに該当する旨 ３分の１以上２分の
１未満、２分の１以上３分の２未満又は３
分の２以上
エ 一者応札又は一者応募である場合はその
旨

 当方に提供していただく情報
ア 契約締結日時点で在職している当信用基
金ＯＢに係る情報（人数、現在の職名及び
当信用基金における最終職名等）

イ 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び当信用基金との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して原
則として72日以内（４月に締結した契約につ
いては原則として93日以内）

５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金は、免除する。
 入札者に求められる義務は、別添「入札説
明資料」による。
 契約締結の際には、契約書を要する。
 入札の無効は、別添「入札説明資料」によ
る。
 落札者の決定方法 当信用基金が入札説明
書で指定する要求要件のうち、必須とした項
目の最低限の要求要件を全て満たし、当該入
札者の入札価格が予定価格の制限範囲内であ
り、かつ、当該入札者の技術等の各評価項目
の合計得点に入札価格の得点を加えた総合評
価得点が最も高い者で有効な入札を行った者
を落札者とする。ただし、落札者となるべき
者の入札価格によっては、その者により当該
契約の内容に適合した履行がなされないおそ
れがあると認められるとき、又はその者と契
約することが公正な取引の秩序を乱すことと
なるおそれがあって著しく不適当であると認
められるときは、予定価格の範囲内の価格を
もって入札をした他の者のうち、評価の最も
高い者を落札者とすることがある。
 全省庁統一資格者を有しない事業者で競争
参加資格審査の申請をする場合は、３に記
載の問い合わせ先に対して令和元年７月３日
（水）までに行うこと。
 詳細は入札説明資料による。

６ Summary

 Koichi Dekura, General Chairman of Ag‑

riculture, Forestry and Fisheries Credit

Foundations (AFFCF)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Name and quantity of bidding project :

Website Renewal and Maintenance 1 proj‑

ect

 Contract period : Refer to attachment

Tender Document.

 Work location : 5th and 11th Floors, Coop

Building, 1112 Uchi‑Kanda, Chiyoda‑
ku, Tokyo

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall

⒜ not come under Article 10 of AFFCFs

Details on Handling Contract Affairs ;

furthermore, minors, Person under Con‑

servatorship or Person under Assistance

that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable

under cases of special reasons within Ar‑

ticle 1 of the said clause ;

⒝ have Grade A, B or C of Offer of ser‑

vices etc. in terms of the single qualifica‑

tion for every ministry and agency in the

fiscal years 2019, 2020 and 2021 as of the

date of invitation for bids ;

⒞ have qualifications to participate in the

tendering procedures in the Kanto and

Koushinetsu regions (hereinafter single

qualification for every ministry and agen‑

cy) ;

⒟ not have received a petition to start

corporate reorganization procedures as

based on the Corporate Reorganization

Act (Act No. 154 of 2002) or a petition to

start rehabilitation proceedings as based

on the Civil Rehabilitation Act (Act No.

225 of 1999) ;

⒠ not have arrears of taxes ;

⒡ have received recognition that there is

no extreme deterioration in the state or

credibility of their management, and

have ensured proper execution of their

contract ;

⒢ be able to fulfill all of the matters indi‑

cated in the Tender document ;

⒣ have received Requirements Docu‑

ment, etc. that was disclosed based on

the attachment Note of Confirmation

Concerning Confidentiality during the

period in which the Tender document,

etc. was distributed.

４ 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に
ついて
独立行政法人が行う契約については、「独立行
政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成
22年12月７日閣議決定）において、独立行政法
人と一定の関係を有する法人と契約をする場合

には、当該法人への再就職の状況、当該法人と
の間の取引等の状況について情報を公開するな
どの取組を進めるとされているところです。こ
れに基づき、以下のとおり、当信用基金との関
係に係る情報を当信用基金のホームページで公
表することとしますので、所要の情報の当方へ
の提供及び情報の公表に同意の上で、応札若し
くは応募又は契約の締結を行っていただくよう
ご理解とご協力をお願いいたします。なお、案
件への応札若しくは応募又は契約の締結をもっ
て同意されたものとみなさせていただきますの
で、ご了知願います。応札若しくは応募又は契
約の締結を行ったにもかかわらず情報提供等の
協力をしていただけない相手方については、そ
の名称等を公表させていただくことがあり得ま
すので、ご了知願います。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
ア 当信用基金において役員を経験した者
（役員経験者）が再就職していること又は
課長相当職以上の職を経験した者（課長相
当職以上経験者）が役員、顧問等として再
就職していること
イ 当信用基金との間の取引高が、総売上高
又は事業収入の３分の１以上を占めている
こと
※ 予定価格が一定の金額を超えない契約
や光熱水費の支出に係る契約等は対象外
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